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１．はじめに

地方公会計制度の財務書類には、従来の官庁会計制度の決算書にはないメリットがありま

す。

メリット１：資産・負債といった、宮崎市全体のストック情報の把握が可能に！

メリット２：減価償却費などを含む、フルコスト情報の把握が可能に！

それにより！

【単式簿記】

一つの取引について、現金の収支のみをとら

え記録する帳簿記入の方法。

【現金主義】

現金の収入・支出という事実に基づき記録す

る考え方。

従来の官庁会計制度の考え方

【複式簿記】

一つの取引について、原因と結果の両方から二

面的にとらえ記録する帳簿記入の方法。

【発生主義】

現金の収入・支出にかかわらず、取引の発生時

点で収入・費用を記録する考え方。

地方公会計制度の考え方

地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、予算の適正・確実な執行を図る

という観点から、単式簿記による現金主義会計が採用されています。

一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿記による現金主義会

計では把握できない資産や負債といったストック情報や、減価償却費などの見えにくいコストを捉える

ことが課題となっていました。

地方公会計制度に基づく財務書類は、複式簿記による発生主義を取り入れることにより、官庁会計

における「歳入歳出決算書」を補完する役割を果たしています。

例）自動車を２００万円で購入した。

自動車の購入で ２００万円の支出

２００万円を支出した。 のみ把握

例）自動車を２００万円で購入した。

２００万円の自動車 自動車という

を取得した。 資産の増加

２００万円の現金支出 現金２００万円という

資産の減少

効果：行財政運営の結果に関する説明責任の充実

・・・ 「見える化」の促進
○ｃ
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宮崎市の取り組み

Ø作成単位

財務書類は下記の３つの区分で作成します。

・一般会計等 ・・・ 一般会計及び地方公営事業会計以外の特別会計を対象したもの

・全体 ・・・・・・・・・ 一般会計等に地方公営事業会計を加えたもの

・連結 ・・・・・・・・・ 全体に地方公共団体の関連団体を加えたもの

Ø作成基準日

平成３１年 ３月３１日

出納整理期間が設けられている会計における当該期間内の現金の受け払い等は、基準日ま

でに終了したものとして処理しています。

Ø作成書類

統一的な基準による財務書類は下記の４つの書類により構成されています。

・貸借対照表

・行政コスト計算書

・純資産変動計算書

・資金収支計算書

Ø計数処理

本書の計数については百万円を単位とし、原則として単位未満を四捨五入しています。単位未

満の数字がある場合は「０」を表示し、計数がない場合は「－」を表示しています。

また、端数調整を行っていないため、合計等と一致しない場合があります。

宮崎市では、平成１４年度決算から旧総務省方式により「貸借対照表」（バランスシート）及び「行政

コスト計算書」の２種類の財務書類の作成・公表を行ってきました。

平成２０年度決算からは「総務省方式改訂モデル」により、普通会計ベースと、特別会計や企業会

計、関連団体も含めた連結ベースの財務４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算

書、資金収支計算書）を作成・公表してきました。

なお、平成２８年度決算からは、平成２６年４月に総務省から公表された「今後の新地方公会計の

推進に関する研究会報告書」における「統一的な基準」に基づき財務書類を作成しています。
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２．財務書類作成対象の範囲

財務書類は、一般会計と地方公営事業会計以外の特別会計からなる「一般会計等財務書類」、

公営事業会計の特別会計を含めた「全体財務書類」、さらに、出資団体等を含めた「連結財務書

類」の３種類を作成しています。

なお、本市のそれぞれの財務書類の対象会計及び関係団体は以下のとおりです。

◆特記事項◆

○連結財務書類では、一部事務組合・広域連合、地方独立行政法人、地方三公社、第三セクター等（社

会福祉法人を含む）を連結対象にしています。

○第三セクター等については、以下の団体を全部連結の対象としています。

・市からの出資割合が５０％以上の団体

・役員の派遣、財政支援の実態や、出資及び損失補償等の財政支援の状況を総合的に勘案し、その

第三セクター等の業務運営に実質的に主導的な立場を確保していると認められる団体

○「宮崎県中部地区衛生組合」については、本書作成時点において、統一的な基準による財務書類が作

成されていないことから、連結していません。

○「宮崎水管理(株)」については、法人の事業期間と本市の事業期間が異なり、法人の都合により決算時

期の調整が行えないことから連結していません。

○平成２９年度より、簡易水道事業会計は水道事業会計に統合されました。

連結財務書類

①国民健康保険特別会計

②後期高齢者医療特別会計

③介護保険特別会計

④卸売市場特別会計

⑤公設合併処理浄化槽事業特別会計

⑥宅地造成事業特別会計

⑦水道事業会計

⑧工業用水道事業会計

⑨公共下水道事業会計

⑩農業集落排水事業会計

⑪田野病院事業会計

全体財務書類

①一般会計

②公営住宅建設資金特別会計

③公園墓地特別会計

④用地取得特別会計

⑤母子父子寡婦福祉資金特別会計

⑥公債管理特別会計

一般会計等財務書類

⑧（一財）宮崎市清武文化会館

⑨宮崎水管理（株）

⑩（福）宮崎市社会福祉協議会

⑪（公社）宮崎市観光協会

⑫（公財）宮崎市体育協会

⑬（一社）みやＰＥＣ推進機構

①宮崎県中部地区衛生組合

②宮崎県後期高齢者医療広域連合

③（大）宮崎公立大学

④宮崎市土地開発公社

⑤（福）宮崎市社会福祉事業団

⑥宮崎市フェニックス自然動物園管理（株）

⑦（公財）宮崎文化振興協会
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３．財務書類の関係

財務書類を構成する「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計

算書」の４表の関係性を示すと以下の図のとおりとなります。

一般会計等財務書類

①貸借対照表の「現金預金」は、資金収支計算書の「本年度末現金預金残高」と一致します。

②貸借対照表の「純資産合計」は、純資産変動計算書の「本年度末純資産残高」と一致しま

す。

③行政コスト計算書の「純行政コスト」は、純資産変動計算書の「純行政コスト」と一致します。

※純資産変動計算書の「純行政コスト」は、行政コスト計算書の「純行政コスト」と正負が逆に

表示されます。

① ②

③

単位：百万円

科目名

経常費用 138,712

業務費用 58,253

人件費 21,427

物件費等 35,201

減価償却費 13,800

移転費用 80,459

補助金等 32,094

社会保障給付 37,317

経常収益 8,058

使用料及び手数料 5,148

純経常行政コスト 130,654

臨時損失 1,054

臨時利益 249

純行政コスト 131,458

行政コスト計算書

金額

資金収支計算書

科目名
【業務活動収支】

業務活動収支 15,521
【投資活動収支】
投資活動収支 △ 9,821
【財務活動収支】

財務活動収支 △ 4,623
本年度資金収支額 1,077
前年度末資金残高 3,293
本年度末資金残高 4,370

前年度末歳計外現金残高 1,252
本年度歳計外現金増減額 32
本年度末歳計外現金残高 1,283
本年度末現金預金残高 5,653

単位：百万円

金額 純資産変動計算書
単位：百万円

科目名 合計
固定資産等

形成分

余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 319,682 520,500 △ 200,818
純行政コスト（△） △ 131,458 △ 131,458
財源 135,180 135,180
税収等 88,836 88,836
国県等補助金 46,344 46,344

本年度差額 3,722 3,722
固定資産等の変動（内部変動） △ 1,985
資産評価差額 △ 12 △ 12
無償所管換等 148 148
その他 △ 8 △ 8 0
本年度純資産変動額 3,849 △ 1,858 5,707

本年度末純資産残高 323,531 518,642 △ 195,111

貸借対照表

科目名 金額 科目名
資産の部 負債の部
固定資産 506,067 固定負債 178,804
有形固定資産 450,684 地方債 162,518
事業用資産 217,881 流動負債 22,940
インフラ資産 231,321 １年内償還予定地方債 19,921

投資その他の資産 54,678 負債合計 201,745
投資及び出資金 28,996 純資産の部
基金 23,715 固定資産等形成分 518,642

流動資産 19,209 余剰分（不足分） △ 195,111
現金預金 5,653
基金 12,563 純資産合計 323,531

資産合計 525,276 負債及び純資産合計 525,276

単位：百万円

金額
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４．貸借対照表（一般会計等）

貸借対照表は、会計年度末時点（出納整理期

間中の増減を含む）における市の資産・負債等の

状況を明らかにすることを目的として作成していま

す。

平成３０年度末の資産は約５，２５３億円、負債

は約２，０１７億円、純資産は約３，２３５億円となり

ました。

【固定資産】
行政活動のために使用することを目的として保

有する資産、１年を超えて現金化される資産など

◇事業用資産

庁舎や学校など、公共用に使用するための資産

（インフラ資産を除く）

◇減価償却累計額

有形固定資産の使用年数に応じた価値の減少

分

◇建設仮勘定

建設中の固定資産に係る支出額

◇インフラ資産

道路、橋りょう、公園など

◇物品

自動車など、取得価格 100 万円以上の物品

◇投資その他の資産

公営企業会計出資金、流動資産に区分される

もの以外の基金積立金など

【流動資産】
１年以内に現金化しうる資産

◇未収金

収入すべき額のうち、まだ現金収入されていない

額

◇基金

財政調整基金や、翌年度に取り崩す予定の減

債積立金の額

◇徴収不能引当金

収入未済や貸付金のうち、不納欠損や貸し倒れ

となる可能性がある分について見積もり計上したも

の（資産の控除項目）

平成３１年

科目名 金額（百万円）
【資産の部】

固定資産 506,067
有形固定資産 450,684

事業用資産 217,881
土地 123,590
立木竹 3,425
建物 227,060
建物減価償却累計額 △ 139,716
工作物 7,042
工作物減価償却累計額 △ 4,522
船舶 -
船舶減価償却累計額 -
浮標等 -
浮標等減価償却累計額 -
航空機 -
航空機減価償却累計額 -
その他 101
その他減価償却累計額 △ 12
建設仮勘定 913

インフラ資産 231,321
土地 47,202
建物 10,884
建物減価償却累計額 △ 4,661
工作物 424,465
工作物減価償却累計額 △ 254,459
その他 22
その他減価償却累計額 △ 5
建設仮勘定 7,873

物品 7,550
物品減価償却累計額 △ 6,068

無形固定資産 706
ソフトウェア 706
その他 -

投資その他の資産 54,678
投資及び出資金 28,996

有価証券 315
出資金 28,681
その他 -

投資損失引当金 △ 734
長期延滞債権 2,466
長期貸付金 362
基金 23,715

減債基金 7,488
その他 16,228

その他 -
徴収不能引当金 △ 129

流動資産 19,209
現金預金 5,653
未収金 1,058
短期貸付金 13
基金 12,563

財政調整基金 11,446
減債基金 1,117

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 78

資産合計 525,276
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３月３１日現在

科目名 金額（百万円）
【負債の部】

固定負債 178,804
地方債等 162,518
長期未払金 111
退職手当引当金 15,189
損失補償等引当金 -
その他 987

流動負債 22,940
１年内償還予定地方債等 19,921
未払金 -
未払費用 -
前受金 -
前受収益 -
賞与等引当金 1,342
預り金 1,291
その他 387

負債合計 201,745
【純資産の部】

固定資産等形成分 518,642
余剰分（不足分） △ 195,111

純資産合計 323,531
負債及び純資産合計 525,276

≪参考≫平成３０年度における市民一人当たりの

資産、負債及び純資産額

人口 ４０３,２３８人（平成３１年１月１日現在）

【固定負債】

１年を超えて返済期間が到来する負債

◇地方債

資産の形成等のために発行した市債のうち、

翌々年度以降の償還予定額

◇退職手当引当金

在籍する職員が期末に自己都合退職すると仮

定した場合に必要な退職手当額を見積もり計上し

たもの

【流動負債】

１年以内に返済すべき負債

◇１年以内償還予定地方債

資産の形成等のために発行した市債のうち、１年

以内の償還予定額

◇賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当、法定福

利費相当額のうち本会計年度の期間に対応する額

【純資産】

資産の総額から負債の総額を控除したもの

市民一人当たりの貸借対照表

資産
１，３０３千円

負債
５００千円

純資産
８０３千円

将来世代
の負担

現世代まで

の負担

現時点の

行政サービス

提供の源泉
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５．行政コスト計算書（一般会計等）

行政コスト計算書は、民間の損益計算書にあた

るもので、当該会計年度中の行政活動のうち、資

産形成以外に使われた費用（コスト）と、その費用

の一部として充てられた使用料や手数料などの関

係を表しています。

３０年度の純経常行政コストは約１，３０７億円、

純行政コストは約１，３１５億円となりました。

【経常費用】
行政活動を行うために、支出した費用のうち経常

的に必要なもの

◇業務費用

人件費や物件費、減価償却費など経常的な行

政活動に係る費用

◇引当金繰入額

当該会計年度に発生した引当金の額

◇維持補修費

資産の機能維持のために支出した修繕費等

◇減価償却費

建物、工作物、物品などの固定資産の１年間の

価値減少分を費用として計上したもの

◇移転費用

医療費助成などの社会保障給付や、他団体に

対する補助金など、他の主体に交付することにより

効果が出る費用

【経常収益】
行政活動により得られた収益のうち経常的に得

られるもの

【純経常行政コスト】
行政活動に要した費用から使用料及び手数料

などの受益者負担を差し引いた差額

【純行政コスト】
税収など、受益者負担以外の財源で負担するコ

スト

自 平成３０年 ４月 １日

至 平成３１年 ３月３１日

人口 ４０３,２３８人（平成３１年１月１日現在）

単位：百万円

科目名 金額

  経常費用 138,712

    業務費用 58,253

      人件費 21,427

        職員給与費 12,131

        賞与等引当金繰入額 1,342

        退職手当引当金繰入額 1,772

        その他 6,183

      物件費等 35,201

        物件費 16,645

        維持補修費 1,627

        減価償却費 13,800

        その他 3,130

      その他の業務費用 1,624

        支払利息 1,136

        徴収不能引当金繰入額 207

        その他 282

    移転費用 80,459

      補助金等 32,094

      社会保障給付 37,317

      他会計への繰出金 10,186

      その他 862

  経常収益 8,058

    使用料及び手数料 5,148

    その他 2,910

純経常行政コスト 130,654

  臨時損失 1,054

    災害復旧事業費 785

    資産除売却損 195

    投資損失引当金繰入額 74

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 249

    資産売却益 154

    その他 95

純行政コスト 131,458

市民一人当たり行政コスト計算書

費用
３４４千円

収入
２０千円

収支差額
３２４千円
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６．資金収支計算書（一般会計等）

資金収支計算書は、現金収支を「業務活動収

支」、「投資活動収支」及び「財務活動収支」の３

つの区分に分けて表示したものです。

活動区分の名称等が企業会計とは異なる部分

もありますが、現金収支の状況を活動区分ごとに

明らかにするという本質的な性格は、企業会計の

キャッシュ・フロー計算書と同様です。

平成３０年度の資金収支は約１０．８億円の増と

なり、年度末時点の現金預金残高は約５７億円と

なりました。

【業務活動収支】
経常的な行政サービスを提供するための現金収

支

≪収入≫

税収や固定資産の形成に寄与しない国庫支出

金、事業収入など

≪支出≫

給料の支払いや物品の購入、補助金等、行政

サービスを行うために要した経費

※この区分の収支が大きいほど、弾力性が高い

（＝支出の自由度が高い）ことを意味します。

【投資活動収支】
固定資産や基金の増減に係る現金収支

≪収入≫

固定資産の形成に寄与する国庫支出金、固定

資産の売却収入など

≪支出≫

固定資産の形成に寄与する支出

貸付、出資等の投資など

※この区分の収支のマイナスが大きいほど資産が

増加していることを意味します。

【財務活動収支】

外部からの資金調達に係る現金収支

市債の発行・償還、借入金の増減など

※この区分の収支がマイナスになると市債残高が

減少していることを意味します。

自 平成３０年 ４月 １日

至 平成３１年 ３月３１日

金額（百万円）

124,792
44,333
21,531
21,402
1,136

265
80,459
32,094
37,317
10,186

862
140,791
88,828
44,608
5,158
2,197

785
785

-
307

15,521

15,815
11,272
2,747
1,340

441
15

5,993
1,429
3,914

466
173
11

△ 9,821

19,057
18,670

387
14,434
14,427

7
△ 4,623

1,077
3,293
4,370

1,252
32

1,283
5,653

科目名
【業務活動収支】
  業務支出
    業務費用支出
      人件費支出
      物件費等支出
      支払利息支出
      その他の支出
    移転費用支出
      補助金等支出
      社会保障給付支出
      他会計への繰出金
      その他の支出
  業務収入
    税収等収入
    国県等補助金収入
    使用料及び手数料収入
    その他の収入
  臨時支出
    災害復旧事業費支出
    その他の支出
  臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】
  投資活動支出
    公共施設等整備費支出
    基金積立金支出
    投資及び出資金支出
    貸付金支出
    その他の支出
  投資活動収入
    国県等補助金収入
    基金取崩収入
    貸付金元金回収収入
    資産売却収入
    その他の収入
投資活動収支
【財務活動収支】
  財務活動支出
    地方債等償還支出
    その他の支出
  財務活動収入
    地方債等発行収入
    その他の収入
財務活動収支
本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高
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７．純資産変動計算書（一般会計等）

自 平成３０年 ４月 １日

至 平成３１年 ３月３１日

８．注記

注記の主な掲載内容

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部の変動状況を示したものです。純資産がどのような要

因で増減しているかを明らかにしています。

純資産の前年度末残高は、約３，１９７億円でしたが、平成３０年度中に約３８．５億円増加し、本年度末残高

は、約３，２３５億円となりました。

なお、本年度末純資産残高は、「貸借対照表」の「純資産の部：純資産」の項目に対応しています。

注記とは、財務書類の作成に関する重要な会計方針など、財務書類の内容を理解するために必要な

事項について説明したものです。

項 目 内 容

重要な会計方針 ○有形固定資産等の評価基準及び評価方法

取得原価により計上

※開始時については、再調達原価や備忘価額１円で計上しているものあり

○有価証券の評価基準及び評価方法

・市場価格のあるもの ・・・ 会計年度末における市場価格

・市場価格のないもの ・・・ 取得価額

○有形固定資産等の減価償却の方法

定額法により算出

○引当金の計上基準及び算定方法

・徴収不能引当金：過去５年間の平均不納欠損率により、見込額を計上

・退職手当引当金：期末自己都合要支給額を計上

・賞与等引当金：翌年度６月支給見込額のうち本会計年度の期間に対応する

分を計上

（単位：百万円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 319,682 520,500 △ 200,818
  純行政コスト（△） △ 131,458 △ 131,458
  財源 135,180 135,180
    税収等 88,836 88,836
    国県等補助金 46,344 46,344
  本年度差額 3,722 3,722
  固定資産等の変動（内部変動） △ 1,985 1,985
    有形固定資産等の増加 15,077 △ 15,077
    有形固定資産等の減少 △ 17,310 17,310
    貸付金・基金等の増加 8,518 △ 8,518
    貸付金・基金等の減少 △ 8,271 8,271
  資産評価差額 △ 12 △ 12
  無償所管換等 148 148
  その他 △ 8 △ 8
  本年度純資産変動額 3,849 △ 1,858 5,707
本年度末純資産残高 323,531 518,642 △ 195,111
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９．全体・連結財務書類の概要

全体・連結財務書類の概要は次のとおりです。

単位：百万円

資産の部 負債の部

固定資産 752,995 754,482 固定負債 368,422 370,958
有形固定資産 710,467 718,639 地方債 280,449 282,251
事業用資産 226,578 234,278 流動負債 35,086 35,618
インフラ資産 461,245 461,245 １年内償還予定地方債 28,362 28,362

投資その他の資産 41,676 34,981 負債合計 403,508 406,576
投資及び出資金 10,256 1,035 純資産の部

基金 26,895 29,391 固定資産等形成分 765,570 767,058
流動資産 35,708 41,652 余剰分（不足分） △ 380,375 △ 377,508
現金預金 19,699 22,695 他団体出資等分 - 9
基金 12,563 12,563 純資産合計 385,195 389,559

資産合計 788,703 796,135 負債及び純資産合計 788,703 796,135

貸借対照表

金額 金額
全体 連結 全体 連結

科目名 科目名

単位：百万円

経常費用 223,676 265,441
業務費用 80,286 84,560
人件費 23,823 26,686
物件費等 50,730 50,753
減価償却費 23,071 23,156

移転費用 143,391 180,881
補助金等 105,176 142,623
社会保障給付 37,365 37,365

経常収益 22,183 22,989
使用料及び手数料 17,969 17,962

純経常行政コスト 201,493 242,452
臨時損失 1,456 1,510
臨時利益 1,360 1,362

純行政コスト 201,589 242,600

行政コスト計算書

金額
全体 連結

科目名

平成３０年度末の資産は、【全体】が約７，８８７億円、【連結】が約７，９６１億円、負債は、【全体】が約

４，０３５億円、【連結】が約４，０６６億円、純資産は、【全体】が約３，８５２億円、【連結】が約３，８９６億円

となりました。

平成３０年度の純経常行政コストは、【全体】が約２，０１５億円、【連結】が約２，４２５億円、純行政コスト

は、【全体】が約２，０１６億円、【連結】が約２，４２６億円となりました。
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単位：百万円

前年度末純資産残高 379,336 383,422
純行政コスト（△） △ 201,589 △ 242,600
財源 204,529 245,931
税収 115,556 134,610
国県等補助金 88,972 111,321

本年度差額 2,940 3,331
固定資産等の変動（内部変動）

資産評価差額 △ 12 △ 12
無償所管換等 109 118
その他 2,823 2,663
本年度純資産変動額 5,859 6,137

本年度末純資産残高 385,195 389,559

純資産変動計算書

金額
全体 連結

科目名

単位：百万円

【業務活動収支】

業務活動収支 23,537 22,712
【投資活動収支】

投資活動収支 △ 16,142 △ 16,580
【財務活動収支】

財務活動収支 △ 7,629 △ 6,913
本年度資金収支額 △ 233 △ 781
前年度末資金残高 18,649 22,173
本年度末資金残高 18,415 21,411

前年度末歳計外現金残高 1,252 1,252
本年度歳計外現金増減額 32 32
本年度末歳計外現金残高 1,283 1,284
本年度末現金預金残高 19,699 22,695

資金収支計算書

金額
全体 連結

科目名

平成３０年度の本年度純資産変動額は、【全体】が約５９億円、【連結】が約６１億円であり、これにより、

平成３０年度末の純資産残高は、【全体】が約３，８５２億円、【連結】が約３，８９６億円となりました。

平成３０年度の資金収支額は、【全体】が△約２億円、【連結】が△約８億円であり、歳計外現金を含め

ると、平成３０年度末の現金預金残高は、【全体】が約１９７億円、【連結】が約２２７億円となりました。
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１０．財務書類から分かること

（１）将来世代に残る資産はどのくらいあるか（資産形成度）

≪指標１≫資産老朽化比率(有形固定資産減価償却率) 一般会計等 ６０．２％、全体会計 ５１．４％

（２）将来世代と現世代との負担の分担は適切か(世代間公平性)

≪指標２≫純資産比率 一般会計等 ６１．６％、全体会計 ４８．８％

地方公会計制度の導入により、各指標の算出ができるようになったのを受け、以下の６つの視点で分析

を行いました。

Ø 資産形成度 ・・・・・ 将来世代に残る資産はどのくらいあるか

Ø 世代間公平性 ・・・ 将来世代と現世代との負担の分担は適切か

Ø 持続可能性 ・・・・・ 財政に持続可能性があるか

Ø 効率性 ・・・・・・・・・ 行政サービスは効率的に提供されているか

Ø 弾力性 ・・・・・・・・・ 資産形成を行う余裕はどのくらいあるか

Ø ©自律性 ・・・・・・・・・ 歳入はどのくらい税金等で賄わなわれているか

※「資産老朽化比率(有形固定資産減価償却率)」「将来世代負担比率」については、H30 より算定式に変更がありました。過去との比較を容易

にするため、H28,H29 についても変更後の算定式により指標を算出しています。

※住民基本台帳人口については、H28～H30 の各年度、1月 1日現在の人口を使用しています。

有形固定資産のうち、土地や立木、

建設仮勘定といった非償却資産を除

いた償却資産の取得価額に対する減

価償却累計額の割合を算出すること

により、耐用年数に対して資産の取得

からどの程度経過しているかを全体と

して把握することができます。

地方公共団体は、地方債の発行

を通じて、将来世代と現世代の負

担の配分を行います。純資産の変

動は、将来世代と現世代の負担割

合が変化したことを意味します。

資産老朽化比率

＝ 減価償却累計額 ÷ （有形固定資産－ 土地等の非償却資産 ＋ 減価償却累計額）

純資産比率 ＝ 純資産 ÷ 総資産
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≪指標３≫将来世代負担比率 一般会計等 ２５．７％、全体会計 ３４．１％

（３）財政の健全性はどうか（持続可能性）

≪指標４≫住民一人当たり負債額 一般会計等 ５００千円/人、全体会計 １，００１千円/人

（４）行政サービスは効率的に提供されているか（効率性）

≪指標５≫住民一人当たり行政コスト 一般会計等 ３２６千円/人、全体会計 ５００千円/人

社会資本等について将来の償還

等が必要な負債による形成割合を

算出することにより、社会資本等形

成に係る将来世代の負担の比重を

把握することができます。

行政コスト計算書は、地方公共団

体の行政活動に係る人件費や物件

費等の費用を発生主義に基づきフ

ルコストとして表示するものです。そ

れにより算出される行政コストを住

民基本台帳人口で除して住民一人

当たり行政コストとすることにより、地

方公共団体の行政活動の効率性

を測定することができます。

負債額を住民基本台帳人口で除

して住民一人当たりの負債額とする

ことにより、住民にとってわかりやす

い情報となるとともに、他団体との比

較が容易になります。

将来世代負担比率 ＝ 地方債残高（臨時財政対策債等の特例地方債除く） ÷ 有形・無形固定資産

住民一人当たり負債額 ＝ 負債合計 ÷ 住民基本台帳人口

住民一人当たり行政コスト ＝ 純行政コスト ÷ 住民基本台帳人口
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（５）資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか（弾力性）

≪指標６≫行政コスト対税収等比率 一般会計等 ９６．７％、全体会計 ９８．５％

（６）歳入はどのくらい税金等で賄われているか（自律性）

≪指標７≫受益者負担の割合 一般会計等 ５．８％、全体会計 ９．９％

一口メモ

税収等の一般財源等に対する行

政コストの比率を算出することによっ

て、当該年度の税収等のうち、どれ

だけが資産形成を伴わない行政コ

ストに費消されたのかを把握するこ

とができます。その比率が１００％に

近づくほど資産形成の余裕度が低

いといえ、さらに１００％を上回ると、

過去から蓄積した資産が取り崩され

たことを表します。

行政コスト計算書における使用料・

手数料や分担金・負担金などは、い

わゆる行政サービスの提供に対す

る受益者負担の金額であるため、

行政コストに対する割合を算定する

ことで、受益者負担割合を把握する

ことができます。

行政コスト対税収等比率 ＝ 純経常行政コスト ÷ （ 税収等 ＋ 国県等補助金 ）

受益者負担の割合 ＝ 経常収益 ÷ 経常費用

これまで、財務書類の作成方法は、総務省方式改訂モデルや基準モデル、

その他の方式（東京都方式等）といった複数の方式が存在していたことから他

団体との比較が容易ではありませんでしたが、統一的な基準による財務書類の

作成により、他団体との比較可能性が確保されることとなりました。

（※一部の指標では、地方公共団体の人口や面積、行政権能等が異なるこ

とにより、他団体と一概に比較できない指標も存在するため、比較する際には、

留意する必要があります。）

また、他団体との比較だけでなく、自団体での経年比較をすることにより、自

団体の状態がどう推移しているのかを把握することができます。

宮崎市では、これからも市民に分かりやすい財政資料の作成に努めるととも

に、財政の「見える化」を推進します。

「見える化」の推進

○ｃ
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